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令和６年度大樹会行政視察報告書 

大樹会 久保貴洋 

 

１ 期日 令和６年７月１７日（水）～１９日（金） 

２ 視察地及び視察事項 

  ①北海道江差町・上ノ国町学校給食組合 

「学校給食センタ－のＤＢＯ方式導入について」 

  ②北海道喜茂別町 

   「情報通信基盤整備事業について」 

３ 会派議員 高橋功、飯田昌弘、久保貴洋、澤田裕之（４名） 

４ 視察概要 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７月１７日（水）北海道江差町・上ノ国町学校給食組合 

「学校給食センタ－のＤＢＯ方式導入について」 

 

概要 

・江差町・上ノ国町学校給食センタ－のコンセプト 

①衛生管理基準を遵守した安全・安心な提供 

②米飯設備とアレルギー対応給食専用の調理室を新しく導入 

③食育の充実 

・民間の施設整備や運営・管理のノウハウ、資金調達・リスク管理の能力を

活用し、行政サービスの向上と効率的な行政運営の実現を図ることを目的

としてＤＢＯ方式を採用して誕生した。 

 

受入先出席者 

・江差町・上ノ国町学校給食組合 学校給食センタ－所長 藤田 政則 様 

・ハーベストネクスト株式会社 学校給食部次長 松本 芳岳 様 

 

所感 

 江差町旧学校給食センタ－は、建設後５０年以上経過していることから学

校衛生基準に適合していないため、衛生管理上問題がある状況であること、

また、炊飯設備がないため、家庭からご飯を持参してもらうため、給食時に

は冷めてしまうことなど様々な課題が多くある状況であった。 

 従来、学校給食センタ－の運営・配送業務は民間事業者に委託していたが、

ＤＢＯ方式で一括委託した方が、よりコストが安くなり、大幅な負担軽減に

繋がると考え、審査の中で、最も重要な評価項目は全体的な面でコストを一

番に置いた。 

 なお、建設にあたっては、建物が海に面していることから、塩害を一番心

配していたので建物に直接風が当たらないように外来者用の玄関への通路

に展示スペースを確保できたことや、炊飯設備を設置したので、温かいご飯

を食べられることは、保護者や子供たちとって大好評であった。 

 また、旧学校給食センタ－は、毎年個別に委託契約をしていたので、新た

な契約は、長期の契約になり業務が楽になったが、期間中の見直しは３年毎

になっているので現在の物価高騰や賃金の上昇が検討事項に上がっている。 

 江差町・上ノ国町学校給食組合としては、ＤＢＯ方式は単価が抑えること

が出来たと考えているとのことであるが、学校給食でのＤＢＯ方式は全国で

はまだ実績が少ないので、今後検証していきたいとのことである。 

 江差町・上ノ国町学校給食センタ－は、コスト面を最も重要視したとのこ



とであったが、本市においてもコスト面は重要課題であり、地元の企業の参

加促進の検討も重要である。今後、佐野西中学校区小中一貫校整備事業や城

東中学校区小中一貫校整備事業などが実施されるが、本市の公募型プロポー

ザル方式においても、何を最重要項目とするかをしっかりと検討する必要が

ある。 

 また、江差町・上ノ国町学校給食センタ－では、少子化の影響で給食の数

が減少しているため、調理に必要な人員数の問題や近年の物価高騰による水

道光熱費の上昇分の負担を運営企業から依頼されており、３年毎の契約の見

直しで委託料を再検討しているとのことである。少子化や物価高騰への対応

については、本市も同様であり、定期的な委託料の見直しも必要であると考

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７月１８日（木）北海道喜茂別町 

「情報通信基盤整備事業について」 

 

町の概要 

 喜茂別町は、札幌市を中心とする道央経済圏の南西部に位置する。また、

道央主要幹線である２本の国道が交差するまちで、道央圏主要都市に９０分

程度と恵まれた立地条件にある。「えぞ富士」の名で知られる羊蹄山・尻別

岳などの山々に囲まれており、尻別川・喜茂別川をはじめ大小４１の川が流

れていて、林野率が約７７%と国有林を含む山林・原野が多く占めている。

気候は、羊蹄山・尻別岳をはじめ周囲に山岳が多いため、日照時間が短い。

また、降雪量も多く特別豪雪地帯に指定されている。令和６年４月１日現在

人口約 2,000 人、世帯数 1,159 世帯、面積 189.41 ㎢ 

 

受入先出席者 

・喜茂別町議会議長 日下 博文 様  

・喜茂別町議会事務局長 河田 紀一 様 

・喜茂別町役場まちづくり振興課長 井原 典明 様 

・同まちづくり振興係主査 繫在家 拓 様 

 

所感 

喜茂別町の情報配信の経緯 

・平成５年度にオフト－ク『ふれあい通信』を放送開始 

・平成２２～２３年度に町内全域に光ファイバー整備 

・平成２２年４月に超高速プロ－ドバンド環境のサービス提供開始 

・令和元年度に旧ＩＰ告知端末を更改、スマホアプリ(Ｊc-Ｓmart)を整備 

・令和３年度にＨＴＢデジタルテレビデータ放送『on とく』の試験運用を

開始 

 

 ＩＰ告知端末機の特徴は、定時放送ができることや、予め指定された時間

に配信し、送られた告知は自動再生し、その後自動的にトップ画面に戻り、

画面には告知タイトルが表示され何度でも再生することができる。また、土

砂崩れ、川の氾濫、大地震などの災害が発生した場合は、自動再生により防

災情報が一斉同報される。 

 また、令和３年１１月より、北海道テレビ放送、ＪＣＣと共にＨＴＢの放

送画面から実証実験に取り組んでおり、テレビ画面を使用して地域・防災情

報を配信することができる。 



 現在、本市では災害の発生が予想される時の周知方法として、防災無線が

あるが、台風などの暴風雨時は無線の内容を聞き取ることが困難な世帯も現

実に生じている。 

 なお、ケーブルテレビ放送を利用した情報の伝達やフリーダイヤルによる

音声案内、高齢者への緊急通報装置の貸与制度もあるが、何よりも早期の情

報入手と避難が重要であり、防災に関する情報を速やかに伝達する手段を確

保することが重要である。 



令和６年度大樹会行政視察報告書 

大樹会 久保貴洋 

 

１ 期日 令和７年１月１６日（木）～１７日（金） 

２ 視察地及び視察事項 

  ①鹿児島市 

『ゼロカーボンシティかごしま』の現在の取り組みについて 

  ②かごしま環境未来館について 

３ 会派議員 高橋功、久保貴洋、澤田裕之（３名） 

４ 視察概要 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１月１６日（木）鹿児島市 

『ゼロカーボンシティかごしま』の現在の取り組みについて 

 

鹿児島市の概要 

活火山である桜島と命豊かな錦江湾が目の前に広がり、桜島から海を挟ん

でわずか４㎞の距離に広がる市街地は、桜島に見守られながら歴史を刻み、

今なお発展を続けている。西郷隆盛や大久保利通などの数多くの偉人を輩出

した、豊かな歴史が息づくまちでもある。また、温泉の源泉数が県庁所在地

の中でも日本一で、市内のあちこちに温泉や銭湯などの温浴施設があるのも

特徴である。（面積は 547.07 ㎢、人口は約 60 万人） 

 

受入先出席者 

・鹿児島市環境局環境部環境政策課長 牧田和博 様他２名 

 

所感 

 鹿児島市では、市民・事業者向けに太陽光発電システムの設置費用を補助

することで再生可能エネルギーの普及を促している。こうした助成制度は、

個々の家庭や事業者がエネルギーコストを削減できるだけでなく、地域の脱

炭素化や災害時のエネルギー源確保にもつながる。 

 また、南部清掃工場では、ごみ焼却による余熱発電に加え、生ごみを発酵

させて発生したバイオガスを都市ガス原料として利用する日本初の試みを

実施しており、廃棄物を単に処理するだけでなく有価資源として循環利用で

きる。 

 スマートフォンアプリを活用した「かごりん」は、シェアサイクルを市民

や観光客が気軽に利用できる仕組みであり、自家用車からの転換による交通

渋滞や排ガスを削減するとともに、健康増進や観光振興に繋がっている。 

 ＺＥＨ支援については本市においても実施しているが、支援の内容を充実

することでより一層の温室効果ガス抑制とエネルギー自給率向上が期待で

きると考える。また、生ごみや食品ロスを資源化し、エネルギーとして再活

用する取り組みは、温室効果ガス削減や最終処分場の延命化に大きく寄与す

るため、今後、事業者や市民との協働のもと、生ごみ分別収集の徹底や設備

導入の検討を進めるなど、官民連携の仕組みづくりが重要と考える。 

 また、市街地や駅周辺と観光地を結ぶシェアサイクルサービスを導入する

ことは、若年層の利用増や観光客の移動手段の多様化を図ることが可能であ

り、公共交通と連携させた運賃補助や割引サービスなど、利用者メリットを

高める仕組みを検討することで、さらなる CO2 排出削減効果が期待できる。 



鹿児島市では、事業活動が環境に与える影響を正しく認識し、継続的な改

善を行う事業所を認定する仕組みを設けている。これは、市内の事業者同士

が環境に配慮した企業活動を情報共有．競争し合うことで、全体の環境意識

や技術水準を底上げすることができる。 

また、市の技術職員が公共施設の運営形態や設備機器の実態を調査し、個

別に省エネ手法の指導・助言することで、着実な電気使用量の削減が行われ

ている。公共施設は地域のモデルとしての役割を果たすため、積極的な省エ

ネ化は市民への啓発効果は大きい。 

鹿児島市のような認証制度があると、事業者の省エネルギー推進や廃棄物

削減等につながることから、行政が主体的に働きかけ、認定された事業所に

対して広報や優遇措置を与えることで、さらに参加意欲を高めることが可能

である。 

本市においても、施設ごとのエネルギー使用実態を公表することや改善余

地を定量的に把握することが重要であると考える。また、その成果やノウハ

ウを市民や事業者に広く公開し、建物の設計段階から省エネを考慮すること

を促す次の取り組みへとつなげることが重要であると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１月１６日（木） 

かごしま環境未来館について 

 

概要 

・鹿児島市の環境学習・環境保全活動の拠点施設であり、市民･事業者が環

境について関心や理解を深め、日常生活や事業活動では自発的に環境保全

活動を実施するとともに、その活動の輪を広げていくことを促進するため

の様々な事業を行っている。 

・建物の理念 

①緑の大地：敷地全体を使い豊かな緑を創出する。 

 ②自然との共生：自然がもたらす恵み「緑・水・空気・光」を最大限に   

活用する。 

・運営の基本方針 

 ①パートナーシップで人と人がつながり、楽しみながら学び、交流・参加

する。 

 ②行動する人づくりや仕組みづくりを市民等との協働で進め、その成果を

発信する。 

 ③環境に配慮した生活や行動に踏み出すことを支援する。 

 ④環境保全活動に主体的に取り組む人材を育成する。 

 

受入先出席者 

・かごしま環境未来館事務局長 濱村 浩様 他１名 

 

所感 

かごしま環境未来館では、市民が環境問題を身近に感じられるよう、年間

を通じて多彩なイベントや体験型ワークショップを開催しているが、「楽し

みながら学ぶ」手法が子どもから大人まで幅広い世代への浸透に効果的であ

り、環境意識の高まりや行動変容を引き出しやすい利点がある。令和５年度

の実績であるが、講座は１４１講座あり、受講者も 2,814 名参加するなど、

環境に対する市民の感心が高いことを示している。 

特に、地域まるごと共育講座や校外学習など、学習内容を多様化すること

で、より多くの市民が参加しやすくなった。さらに、講座内容をオンライン

配信や出前講座に展開することで、子育て中の方や高齢者、遠方の方にも受

講機会を広げることができている。 

また、リュース・リサイクルショップでは、未使用品をポイント制度で交

換する仕組みを導入することで市民の参加を促しており、家庭に眠る未使用



品を循環させることで、廃棄物の削減だけでなく、コミュニティ内での循環

経済の芽を育む効果もある。 

 大規模な環境イベントを定期開催し、市民参加型のプログラムや地元事業

者との連携企画を増やすことで、環境保全に対する共通の理解と意欲を育む

ことが可能と考える。本市においても学校との連携を強化して環境教育を授

業に取り入れるほか、ＮＰＯや市民団体との協働で多彩な学習プログラムを

整備することでより広範囲な層へ普及が期待される。また、リユース市場を

活性化させることで、環境負荷を下げながら地域経済を回す新たなモデルの

創出も期待できると考える。 

 


